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沿革・構成

2

大学 6,514名

（内女子学生754名）

大学院 466名

（内女子学生 59名）

平成30年 5月 1日現在

64,706名

構 成

大学の学位授与数

大学の在学者数

北陸電波
学校
開校

昭和32年 昭和37年 昭和40年 昭和43年 昭和53年 平成5年 平成21年 平成25年

金沢工業
高等専門学校

開校

金沢工業
大学
開校

教育
支援機構

設置

金沢工業
大学大学院

設置

研究
支援機構

設置

産学
連携機構

設置

COI研究
推進機構

設置

ＴＶの普及に伴う
放送技術者の養成
を目的に

5年一貫制度を
活用した体験
重視型教育の実践

教育付加価値
日本一の大学を
目指して

充実した教育環
境と学習環境を
目指して

専門的・先進的な
学術の探求を目指
して

研究活動の充実
化を目指して

産学協同の具現化
（平成28年産学
連携局に再編）

学園のあゆみ

平成30年

国際高等
専門学校
名称変更

白山麓キャンパス
開設
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人間形成

我が国の文化を探
求し、高い道徳心
と広い国際感覚を
有する創造的で個
性豊かな技術者・
研究者を育成しま
す。

技術革新

我が国の技術革新
に寄与するととも
に、将来の科学技
術振興に柔軟に対
応する技術者・研
究者を育成します。

産学共同

我が国の産業界が
求めるテーマを積
極的に追究し、広
く開かれた学園と
して地域社会に貢
献します。

日本人としての誇りと確固たる精神を矜持し、国際社会に寄与し
得る人材、次代の技術革新を担い得る人材、そして人類の豊かな
発展を継承し得る人材の育成と産学一体の学術探究を目指すもの
であります。

建学の理念・精神における三大綱領



教育研究のフィールドと研究所

白山麓キャンパス(実証実験)
地方創生研究所扇が丘キャンパス(教育)

実証/
実装開発

研究

高専から大学へのStep Up

Innovation!

大学が実証領域に
乗入れ技術移転の
「死の谷」を克服

COI事業拠点(附置研) ・革新複合材料研究開発センター

研究センター

・材料システム研究所
・先端材料創製技術研究所
・生活環境研究所
・医工融合技術研究所
・加齢医工学先端技術研究所
・科学技術応用倫理研究所
・地方創生研究所
・AIラボ 等

基礎/
要素技術

研究

Science &
Technology

附置研究所

・高信頼理工学研究センター
・先端電子技術応用研究所
・ゲノム生物工学研究所
・情報技術AI研究所
・感動デザイン工学研究所
・地域防災環境科学研究所
・電気・光・エネルギー応用研究

センター
・FMT研究所
・生体機構制御技術研究所
・心理科学研究所 等

八束穂リサーチキャンパス(研究)

研究所群

4



5

共創教育のフレームワーク

学力と人間力を統合して「自ら考え行動する技術者」を育成

・プロジェクトデザイン教育を正課教育の主柱 ・正課と課外の相乗的な学習

・学生が社会（地域・企業）で学ぶ ・社会人が大学で共に学ぶ

企業との研究活動に
研究室学生も参画

企業技術者が大学
で学び、研究を行う
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革新複合材料研究開発センター（ICC)

■建築概要
建築面積：2,464m2

延床面積：4,416m2

構造：鉄骨・3階建

■竣工：平成26年3月
■予算：建屋12億円、設備10億円
■運営支援機関：金沢大学、北陸先端科学技術大学院大学

大和ハウス、東レ、コマツ産機、石川県

Innovative Composite materials research and development Center（ＩＣＣ）

持続可能で安全・安心な社会システムを
実現するための革新複合材料創出拠点の形成

・平成25年3月7日
「地域資源等を活用した産学連携による国際科学イノベーション拠点整備事業」に採択

- 産学官が一つ屋根の下に集い、革新的課題の研究開発に異分野融合体制で取り組む場 –
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ICC設立までの産学官連携の取組み

H19 H20 H21 H22 H23 H24～

サポイン事業 20～22
「大型成形品プレス金型技術」

サポイン事業 H21～23
「軽量強化コンポジット製造技術」

●次世代ファンド創設（３００億円）
（集中支援分野として「炭素繊維」を設定）

資
金

ハ
ー
ド

H29

●北陸3県繊維産業クラスター

●各大学による研究拠点整備
●県工業試験場

サポイン事業 H23～25
「車両用部材用CFRPシート開発」

サポイン事業 H26～28
「熱可塑性ランダムシート開発」

●H16～
ほくりく先端複合材研究会（金沢工大）

研
究
開
発
・人
材
育
成

サポイン事業 H18～20
「熱可塑性樹脂積層技術」

歴史的背景～
個々のプロジェクトによる研究開発段階

●金沢工業大学
COI STREAM
（文科省 H25.11）

CFRP製品の一
大生産拠点に

●地域イノベーション戦略支援プログラム
「いしかわ炭素繊維クラスター」

・研究者＆コーディネータの招聘
・企業シーズと大学研究のマッチング
・研究開発戦略/外部資金獲得

地域資源研究開発事業
H19～20
「組紐技術応用CFRP技術」

集中支援分野 H22～
「熱可塑性炭素繊維製造技術の開発、

クラスター支援による研究開発段階

等12件

●いしかわ次世代産業
創造支援センター ●金沢工業大学ICC

（文科省 H25.3採択、H26.6開所）
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COI事業概要（ビジョン３：活気ある持続可能な社会の構築）

長寿命、メンテナンスフリーな社会イン
フラ（橋梁、付帯設備、配管等）

災害にも強く、社会環境変化に対応したま
ちづくり

土木

道路、付帯設備

社会インフラ分野

TLP（テンドン）、洋上・深海構造
物

鉄などの従来材料では不可能な超長大
連続構造の実現（新たな価値の創造）

海洋分野

SI（スケルトンインフィル）工法住宅

都市・住宅分野

洋上風力発電 ブレード

帆走船硬翼ブレード

カボコーマ
ストランドロッド
（小松精練㈱）

耐震補強

長寿命、軽量・高強度構造による社会コス
トの低減（施工方法、維持管理の革新）

革新材料による次世代インフラシステムの構築 ～安全・安心で地球と共存できる数世紀社会の実現～

環境性能に優れた素材、高機能材料によ
る、新たな都市、住宅環境の再生・構築

バイオ技術やナノ技術を活用し、環境性能に優れ高機
能な「革新素材」の開発

低コストで大量生産を可能にする「革新製造技術」の開発
（生産性100倍、コスト1/10)

日本に適した洋上風力発電システム、深海
域での資源掘削、帆走船硬翼ブレード等

橋梁

Tendon

・橋梁床版（FRP／コンクリート
ハイブリッド構造）

・緊張材

・道路床版（鉄筋代FRP補強
筋）
・FRP検査路 ・ガードレー
ル
・側溝/マンホール蓋

・テンションロッド、ライザー
パイプ
・洋上・深海都市

・アンカープレート、ジャッキプ
レート

出展：清水建設（グリーンフロート、オーシャンスパイラル）

・FRP一体構造スケルトン（軽量・高強度、短納期、交
換可能）

高機能木質系材料
・間伐材などの木質系材料をバイオ技術により加工し、
低コストで高い機能性（不燃性等）と成形性を付与⇒建
築構造材料へ適用
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産学官連携プラットフォーム

○複合材料の研究開発
適用研究(商品開発、製造技術、装置開発)を実施。

○企業・他大学との共同研究
研究開発機器設備＋入居スペース(ラボルーム)

○人材育成
・研究員受け入れ、共同研究
・専門教育セミナー（企業技術者）
・平成２８年度より複合材料の修士課程、

博士課程を新設

異分野・異業種で共同研究

企業・大学、業種を超えた
技術者・研究者のネットワーク

↓
複合材料適用技術普及

異分野技術の融合と適用研究プロジェクト
情報/設備の共有、開発品による市場開拓

サプライチェーン/バリューチェーンの確立、産業の活性化

＜オープンラボ・イージーアクセスの産学官連携プラットフォーム＞

行政大学企業

＜メンバーシップ制度による多様な人材（企業技術者）の集積、共同研究の実施＞

＜受託・共同研究 研究員＞ ＜メンバーシッププログラム会員＞

ＩＣＣにおける受入研究者の構成

研究内容、設備使用に
応じた研究費の負担

会費 ５０万円／年会費

ICCの研究員として、ＩＣＣ
の研究プログラム、メンバー
ズフォーラム等に参加

〇メンバーシッププログラムによる企業研究者の受入
37機関・企業 44名の登録（H30年4月末現在）

〇企業との共同研究
・自動車メーカー、材料メーカー、装置メーカー他個別企業との共同研究

累計29件（H29年度）
・三井物産とのRTM成形技術に関する共同開発契約、技術トランスファー

の実施（H２８年３月HP-RTM装置の導入）

◯ICC利用者数
・H29年度 研究利用 3,043人（昨年同等）

見学利用 1,275人（昨年比0.84倍）
入所者数全体 6,700人（昨年比1.97倍）
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広域拠点間連携の拡がり

ICCを拠点とした複合材料研究開発・事業化の形成へ

・成形、加工

・革新炭素繊維

・構造デザイン

東京大学

金沢工業大学ICC

富山大学

UK-NCC
(Bristol)

EMC2
(Nantes)

CFK-VALLY
(Stade)

＜海外機関との連携＞
UK-NCC EMC2 CFK

MOU締結

東海北陸コンポジットハイウェイ
コンソーシアム
ICC/NCC/GCCと東海北陸地域の7公設試
を中心とした連携活動

MOU締結

福井大学

岐阜大学ＧＣＣ

名古屋大学ＮＣＣ

CFK-ValleyとICCの協力協定、
日独企業の技術交流会
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実証開発拠点の拡充

H28年度補正 地域科学技術実証拠点整備事業
（文部科学省）

複合材料の高速・連続成形プロセス開発による
革新複合材料実証開発拠点

本事業により整備された
実証開発拠点

既存エリア

【事業の目的】
・産学官連携による複合材料の事業化に向けた実証開発
・民間資金を呼びこみつつ、地域で生まれた研究開発成果の地域による事業化の実現により、地域の雇用創出

（地方創生）と経済活性化
【開発環境】

ICCのオープンプラットフォーム機能に加え、クローズドで途切れなく実証開発ができる環境
【施設】

構 造：鉄骨造3階建
延床面積：約1,300㎡ （大型設備スペース、中型試験室、プロジェクト室、多目的ホール他）
竣 工：2018年3月

【設備】
- 自動積層機（UDテープ等) - 引抜き成形機 - 試験片加工機
- 含浸測定器 - 複合材料用万能試験機、油圧試験機 他
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これまでのICC事業イメージ
増築前のICC における研究開発 と TRL関係

TRL：技術成熟度レベル（Technology Readiness Level）

１ 基本原理の確認

２ 技術コンセプトや適用アプリケーション検討
３ コンセプトの実証

４ 各要素モデルによる検証

５ プロトタイプモデルの製作
6 プロトタイプモデルによる実証

7 実運用レベルでの機能・性能の実証

8 製品としての認証・規格化
9 製品化、社会実装による評価

ICC内で
研究開発を実施

各企業内で
研究開発を実施

機密性が高い

オープン環境での産学官・
異業種・異分野連携により、
研究開発を加速

異分野・異業種で共同研究
（アンダーワンルーフ）

国内最大規模の複合材料開発拠点

ソフト面

ハード面

オープンイノベーションの循環

究機関

行政/
公的研
究機関

企業
異業種・異分野

大学

ICC/他
大学

研究開発と
事業化の

促進

学術的
アプローチ

新たな発想
企業間連携

ノウハウ、
知見が蓄積

ダブルベルトプレス装置

RTM装置

開発目的では国
内唯一の量産可
能なRTM装置

開発用途として
は、国内最大規
模

各種分析装置オートクレーブ

プレス成形装置

航空機部品等
の高品質成形
が可能

自動化プレス
成形システム

各種試験装置

万能試験機など

NMR X線-CT

XPS
など

金沢工業大学 革新複合材料研究開発センター(ICC)
＜オープンイノベーションの産学連携プラットフォーム＞

ICC 内で
の
開発実施
が難しい

• 機密の保持が難しい
• 開発装置の設置エリアが不足

理由
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実証拠点増築後の事業イメージ
増築後のICC における研究開発 と TRL関係
TRL：技術成熟度レベル（Technology Readiness 
Level）

さらなる知識の集積・イノベーション創出

増築前

ICC

大学

増築
実証

エリア

行政/公的研究機関 企業

１ 基本原理の確認

２ 技術コンセプトや適用アプリケーション検討

３ コンセプトの実証

４ 各要素モデルによる検証

５ プロトタイプモデルの製作
6 プロトタイプモデルによる実証

7 実運用レベルでの機能・性能の実証

8 製品としての認証・規格化

9 製品化、社会実装による評価

ICC内で
研究開発を実施

ICC実証エリア内で
研究開発を実施

機密性が高い

オープン環境での産学官・
異業種・異分野連携により
研究開発を加速

商品開発・社会実装を加速

機密を保護

実証エリアの整備（ICC増築）
• 大型設備エリア
• プロジェクト室、実験室
• 製品の試験が可能な

大型試験機
複合材用試験機

• 特化した製造装置
• 開発装置（プロトタイプ）

• 大型設備エリア
• プロジェクト室、実験室
• 製品の試験が可能な

大型試験機
複合材用試験機

• 特化した製造装置
• 開発装置（プロトタイプ）

含浸係数
計測装置

自動積層機 引抜成形装置
試験片
加工装置

複合材料用
万能試験機

大型油圧
試験機
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ICC/COI事業での各主体連携関係

自治体
・石川県による長期的ビジョンでの産業育成支援がCOI事業に結実
・地元参画企業が多いのは、地場産業の特性を活かしたオープンイノベー

ション事業としてすすめた結果
・COI事業推進に関連して、県から継続的な支援を受けている

大学・研究機関
・COI事業参画大学との密接な連携、石川県内のみならず全国の大学から

研究員を受け入れて活発な研究活動をすすめる
・NIMS、土木研究所、公設試とも研究活動連携をすすめる
・この領域での産業集積が進む中部地区での活発な連携がすすむ

企業
・社会実装に向けた研究主体として、全国から活発な参画をうける
・先端技術研究として、県内・域内に留まらず連携先は海外企業へも広がる
・共創領域での連携は、オープンな関係で進めているが、社会実装が近い

領域では、機密性が高いエリア（本年建屋拡張部分）で研究を進める

国
・文部科学省、経済産業省からの助成金による研究支援
・COI事業での定期的な事業レビューによる外部評価

ICC/COI事業に関しては、以下の様な幅広い多くの主体が参画をし、アンダーワン
ルーフのもとでオープンな連携が進められてきた事業となっている。
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新たな研究ブランドの確立へ

産学連携 地域連携

・企業との共同/受託研究、年間250件以上
・大学から企業を訪問してニーズ掘り起こし
・東京等でのイベント参加で企業コンタクト
・教員自らが機会を捉えて研究マッチングを意識

●受託/共同研究獲得状況

・社会的課題の解決を常に意識
・300以上の研究室で取組む課題が SDGｓ

ゴールのどれに当てはまるかを調査、シー
ズ集へ掲載 ●研究シーズ集にSDGｓ目標記載

●インターンシップやハッカソン、共同プロジェクトなど

・問題発見解決型インターンシップ
・企業と研究室が共同で課題や成果を

共有し、研究前のプロジェクトとして
フィージビリティスタディを行う

・ハッカソンなど共創領域でのオープン
イノベーションを試行

・社会実装を意識したPBL教育を実践する中で
自治体提示の具体的な地域課題に取り組む

・最終ユーザーを意識したデザインシンキング

・近隣自治体連携による地域課題プロジェ
クトを学内で多数立上げる

・学内横断型地域連携プロジェクトの
基盤が醸成

・アジア農村に滞在し、住民の課題解決を
多国籍チームで行うLearning Express

・課題解決は、現地で使える技術で実現する

・白山市白峰地区にマイクロ水力発電
所を産学官連携で開設、運用は
地元NPO、売上は子供活動資金へ

●発電所開所式

●現地でヒアリング

●見守りバス停実証実験

●課題解決フィールドワーク

柔軟で幅広い産学連携スキームの確立 地域課題へ取組むノウハウ、体制の確立

具体的な課題を社会実装する研究へ挑戦：地方創生に資する課題の研究・実証実験

地方創生研究所
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白山麓新キャンパス設立

ICT国際高等専門学校
グローバル・イノベータの育成

１・２年次
白山麓での全寮制学校
英語によるSTEM教育

３年次
ニュージーランド

提携国立校へ全員留学

４・５年次
金沢工業大学との

共創教育

大学3年次に編入
大学院を視野に入れた
高度専門技術者育成

高
専
・
大
学
院
ま
で
の
9
年
一
貫
教
育

地方創生研究所
「イノベーションハブ」
実証実験キャンパス

グローバルを目指すと共に、日本特有のローカル
地域で暮らす事で、幅広い視野と見識を養う。
問題解決実践型授業では、地域課題や地方創生
研究所で進めている研究課題を題材として、イノ
ベータとしての素養を養う。

地方立地を強みと考え、日
本の重要課題である持続可
能な地域を支える技術イ
ノベーションを生み出す為
の研究所として設立

産学官連携による事業を基
本と考え、イノベーション
技術を共同研究するクラス
ター型研究を行う

技術によるソリューション
は、同様の課題を抱える他
地域への展開が可能、共同
研究、技術移転に向く

深刻な社会課題、少子高齢
化・人口減へのアプローチ
は、いずれ直面する都市部
や、アジアをはじめとした
海外への展開も可能
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地方創生研究所の狙い

研究活動に対する
地域でのQOL満足度
調査を実施予定

研究所横断型クラスター研究の実施

中山間地を新たなライフ
スタイルを生み出す環境
の里山都市と想定

持続可能で安全・安心
な暮らしを続ける為に
必要となる課題に対し
て工学的にアプローチ

中山間地が抱える課題
を現地にて取り組める
研究所を設立

金沢工業大学、地域住
民、企業、自治体が一
体となる活動拠点

課題、ソリューション
体制づくり、参画者調
整などを大学が支援

企業の実証実験、
フィールドワーク、
共創領域での協業など
幅広い活動支援を想定

課題領域をエネルギー、
地域産業、ICT基盤、福
祉医療分野に想定

適用技術を、アプリケー
ション層、プラット
フォーム層、インフラ
データ層に部類

研究所活動の地域への
貢献をQOLはじめとした
満足度調査から検証する
ユーザーエクスペリエン
ス層を設定

金沢工業大学SDGｓ取
組み拠点の一つとして、
地域に密着した科学技術
推進拠点として活動する

金沢工業大学で培って
きた産学連携、地域
連携ノウハウを結集

オープンイノベーシ
ョンを創出するハッ
カソンなど、共創領域
活動を大学が支援

研究活動を支えるメン
バーシップ制度を提供

平成28年度 研究ブランディング事業



地方創生研究所 プロジェクトについて

・エネルギー
マネジメント
PRJ

・地熱発電PRJ
・ZEB化PRJ
・地産木槽PRJ
・熱エネ活用PRJ

・農業IoT PRJ
(ISICO，INATO)

・植物工場PRJ

・スマートシュー
ズPRJ
(SCOPE)

・獣害対策PRJ(AI)
・獣害対策PRJ(ロボ)
・ジビエPRJ

・空間情報PRJ

・林業AI PRJ
(農研機構)

・工作機械AI
・IoTリサイクル

(ものづくり補助金)

・研究ブランディング事業
(H28地方創生)

・研究ブランディング事業
(H29科学技術者倫理)

・SDGs未来都市
・IoT推進ラボ
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電力と熱の地産地消を目指すエネルギーマネジメントPRJ

①2050年の日本縮図をエネルギー観点で凝縮、地方からもSociety 5.0を実現(縮図モデル構築)
②電力＋熱で日本版シュタットベルゲのエネルギー基盤技術を実証
③実証モデルとして、北陸地域内の実証拠点に順次展開し、全国展開可能なモデルを構築
⑤産学連携事業に大企業と地元企業技術者が参画する事で、先進分野での人材育成と地域活性化を推進
する人材を育成する

監視/制御画面

太陽光発電パネル 双方向(充放電)高速充電器 制御システム 電気自動車(仮想配電線)

＊シュタットベルケ：ドイツ発祥。地域エネルギーと生活インフラの整備・運営を担う小規模の地域密着型事業体のこと。
現在ドイツ全体で約900社存在し、ドイツの電力小売市場で約20%のシェアを維持している 19

白山麓キャンパス内実証実験施設

熱活用も含めた再エネベスト
ミックスのコミュニティーモデル・プ

ラットフォーム

白山麓キャンパス



AI/UAV等の技術を活用した森林資源活用PRJ

平成30年度 農林水産省「イノベーショ
ン創出強化研究推進事業」に採択

連携企業団体：3

ＡＩ技術を活用した森林施業集約化のための効率的調査技術に関する研究
石川県農林総合研究センターらと共に産学官連携で以下の技術開発を目指している。
・ UAV取得データを活用した樹種判別と森林境界明確化支援技術の開発
・ 全天球画像を活用した人工林材積・材質推定技術の開発
獣害対策および生態系調査支援技術に関する研究
・ 野生動物の「見える化」技術の開発

AI,UAV等を活用し，森林
の見える化を目指す

材積量を推定 森林境界
を導出

Japanese_serow

個体の種認識

動物領域の検出

ロボット技術を活用した獣害対策にも
取組む

20



農作物の品質/収穫量の安定化を目指す 農業ICT/IoT PRJ

・（公財）石川県産業創出機構
平成27年度新技術・新製品開発事業化可能性調
査事業に採択。

・（公財）いしかわ農業総合支援機構
農林水産業期間技術開発トライアル事業に採択

連携先企業団体：５

● 地方名産品のブランド化を目指す品種の栽培において，品質管理や収
穫の安定化を目的とした産学官連携を行っている。

● 環境をモニターするセンサーの開発や農作業の省力化を目指した農作
業ロボットの開発を目指している。

環境モニタリングセンサーを
設置した植物工場

環境モニタリングセンサー
による農作物品質支援

ロボットや画像処理による
高品質化・無人化

KITにて単独特許を有する
LPWA技術を活用し，田圃/
圃場のIoT管理を行う。

産学連携にて開発したわ
さび植物工業のIoTシス
テム。遠隔で生体電位に
よる診断を行う。

21



IoTシューズによる地域高齢者の健康・見守り支援PRJ

総務省平成30年度「戦略的情報通信研
究開発推進事業（SCOPE）」重点領域
型研究開発 ICT重点研究開発分野推進
型3年枠に採択

連携企業団体：３

●e-テキスタイル技術とIoTを用いたスマートシューズで活動量や歩き方
の変化を検知し、健康寿命の延伸に活かす

●地域高齢者の健康と見守りを支援するモニタリングシステムの研究開発

e-テキスタイルによるスマートシューズのプロトタイプ

白山麓キャンパスに設置した
LPWAを活用し，地域と連携
した実証試験を行う

クラウドシステムを活用し，
遠隔でも接続/操作が可能。
⇒家族の見守りが可能。

22
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実証実験・研究活動を支援するメンバーシップ

地方創生研究所イノベーションハブメンバーシップ・プログラム

白山麓キャンパス イノベーションハブでの中山間地滞在型研究活動を支援する為の
研究支援メンバーシップ・プログラムを提供

情報提供

■地方創生研究所を筆頭に，
大学で取組む最新の研究
PRJ情報

■企業や自治体による各種
セミナー情報

■社会インフラ、自然環境、
生体等のデータ利用サー
ビス

実証実験支援

■実証実験に向けた技術相談

■白山麓キャンパスを中心とし
た実証実験の実施に際する
地域や自治体との環境調整

■シーズ/ニーズ、連携企業、
共同研究、委託研究などの
マッチングサポート

施設設備利用

■実証実験での作業スペー
ス、機材設置スペース

■現場滞在型実証実験のた
めの宿泊施設

■社内・社外に向けた情報提
供、プロジェクト活動に活用
するカンファレンススペース



3D空間情報
活用
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地方創生研究所今後の活動

地域課題発掘 研究構想 研究環境整備 実証研究 社会実装
研

究

課

題

の

具

体

的

な

社

会

実

装

イ

メ

│

ジ

か

ら
、

次

世

代

地

域

の

新

た

な

イ

メ

│

ジ

を

デ

ザ

イ

ン

す

る

研究課題に対する
バックキャスト

研究課題に対する
SDGｓ目標の設定

地

方

創

生

研

究

所

イ

ノ

ベ

│

シ

ョ

ン

ハ

ブ

開

設

平

成

三

十

年

四

月

エネルギー
マネジメント

農業支援
植物工場

AI/IOT
森林資源活用

高齢者支援
教育支援

研究課題
自治体連携

地域との関係
醸成

企業技術と課題
のマッチング

地域課題に取り組む
学内Projの推進

ハッカソンなど
の交流機会創出

学内シーズとの
マッチング検討

フォーラムなどの主体間
マッチングイベント開催

企業から事業に
対する問い合わせ

個別企業との
研究課題検討

課題に対する
主体連合体形成

助成金申請など
研究資金確保準備

IOT/AIを課題解決に結
びつけたい企業との協業

●地方の課題を大学の研究課題として取組む為に、自治体との連携、地域との関係づくり、地域課題に
関連する企業との連携、主体間での交流機会提供などの研究環境準備を進めてきた。

●地方創生研究所が立ち上がった事により、研究課題の具体化が進み、テーマに沿った横への拡がりや
個々の研究課題間での関連性が生まれ、具体的研究として助成金を獲得するものが生まれてきた。

●エネルギーマネジメントなど、社会実装目標イメージが明確になってきたものは、そこからバック
キャストで現状から目標までの研究計画を策定、研究資金獲得の方策を考える。

●連携自治体と協働し、SDGｓ目標を各研究課題にあてはめ、地域のSDGｓ目標達成へと繋げる。

主体間ネット
ワーキング拡大
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各主体に期待すること

自治体
県・市町村

・行政地域としての大所的方針の決定と推進
・地域振興・産業振興におけるリーダーシップの発揮

企業
・研究開発への投資、コア技術・新規事業への意欲的な取り組み
・人材育成への投資、技術者のリメディアル教育、高度技術者の育成
・地域から次世代の先進的企業を創出・支援する基盤・制度・風土

金融機関
・地域企業とのシーズ/ニーズ マッチング機会の創出
・ベンチャー、先進企業への支援、投資資金の供給

住民・地域
・社会変革への意識をどの様に持つか、現状打破の意識を持てるか

これを支援する行政・大学・企業の活動をどの様に考えるか

地域での科学技術イノベーションを創出していくうえでは、共通にイメージ出来る地域課題
を設定し、そこからバックキャストする形で各主体の役割が決まり、イノベーションを生む
ための活動を分担して担っていく事となる。
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国に期待すること

運営支援
＊産学官連携に関する運営管理業務に対する支援

技術移転（契約関係、学内ベンチャー支援、国際間技術移転）、知的
財産管理、危機管理（利益相反、外為法、コンプライアンス）など
に対して支援が受けられる大学間共通センターの設立

研究拠点整備
＊大学内研究拠点整備の支援

大学運営資金の多くを学納金で賄っている私立大学は、教育を優先する
必要があり、研究面への資金投入が難しい中、研究施設設備整備費用
への支援をお願いしたい

人材育成
＊地域科学技術イノベーションを支える人材育成への支援

地域科学技術イノベーション人材は、研究と両輪で進められる大学教育
の中から生まれるものでもある、特定技術領域や地域科学技術発展を目
的とした教育プログラムに対する支援をお願いしたい

中小規模私立大学が地域科学技術イノベーションを進める上では、限りある経営資源を
バランスさせながら事業を進める必要がある。産学官連携事業関連人材の確保、研究環境
の整備、教育との相乗効果向上など、それぞれの大学が自校の強みを活かす事が出来る
支援プログラムの拡充をお願いしたい。


